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男女共同参画社会と社会的規範の変遷




 In Japan, the notion that females should marry, bear children and specialize in doing household work has 
been considened a social norm. However, the ratios of these remaining unmarried and couples with no 
children have increased in recent years. It seems that social norms have changed as the economy has 
developed. In this paper, we discuss the question of identity which is entwined with social norms in 
determining human behavior. How behaves are depends on which social category is chosen.  Thus identity 
has great economic implications and could explain this phenomenon that the neo-classical economic 
model has had difficulties in dealing with. In recent years, while women tend to work more in the labor 
market, the burden of doing housework does not decrease. However some young husbands are ready to do 
housework. It seems that social norms gradually are changing.
 This framework could be applied to society for gender equality. We analyze what kind of conditions are 
needed in such a model. 
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結婚・家族に関する考え方 男性 女性 妻
① 生涯を独身で過ごすことは望ましい生き方でない。 64 57.1 57.9
② 男女が一緒に暮らすなら結婚すべきである。 73.5 67.4 68.5
③ 結婚前でも愛情があるなら性交渉してもいい。 84 83.2 89.2
④ どんな社会でも男らしさ・女らしさは必要だ。 86.1 85.0 88.2
⑤ 結婚後も家族や相手とは別の自分だけの目標を持つ。 81.2 84.2 84.9
⑥ 結婚後、家庭のために自分の個性を半分犠牲にする。 58.2 45.4 52.4
⑦ 結婚後は、夫は外で妻は家庭を守るべき。 36 31.9 30.9
⑧ 結婚したら子どもは持つべき。　 77.3 70.1 67.8
⑨ 子どもが小さい時は、母親は仕事を持たずに家にいる。 73.3 75.4 66.2
⑩ 結婚後は性格の不一致ぐらいで離婚すべきでない。 72.3 62.2 58.2














（1）A （1）B （2）A （2）B （3）A （3）B
賛 不 賛 不 賛 不 賛 不 賛 不 賛 不
1 2.38 2.18 2.46 2.36 2.16 1.96 2.00 1.97 0.76 0.65 1.97 1.93
2 2.36 2.16 2.44 2.35 2.15 1.92 2.00 1.92 0.73 0.67 1.97 1.89
3 2.37 2.29 2.41 2.42 2.17 2.07 1.92 2.00 0.68 0.72 1.90 1.96
4 2.32 2.16 2.43 2.35 2.09 1.99 1.98 2.04 0.72 0.64 1.95 1.98
5 2.38 2.18 2.54 2.41 2.15 2.07 2.19 1.96 0.82 0.70 2.14 1.92
6 2.38 2.22 2.47 2.38 2.16 2.00 2.06 1.93 0.78 0.64 2.03 1.89
7 2.39 2.26 2.47 2.40 2.16 2.05 2.02 1.97 0.79 0.68 2.00 1.93
8 2.40 2.06 2.51 2.10 2.19 1.84 2.05 1.76 0.77 0.60 2.03 1.70
9 2.33 2.22 2.45 2.34 2.12 2.00 2.00 1.96 0.72 0.70 1.97 1.89
10 2.39 2.17 2.47 2.35 2.17 1.95 2.02 1.93 0.75 0.67 1.98 1.91
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は男性に対して「経済力」「職業」に対してそれぞれ42％、31.9％の人が重視するが、男性のほうが

















は、次のように定式化できる。Ai は i の行動、A_ i は、i 以外の人の行動、Ii は i が考えるアイデンテ
ィティである。






















　今、社会には二つのカテゴリーM と F があり、M は伝統的家族体制を支持するグループ、F は家
族より個人の価値を重視する男女共同参画を支持するグループの人々であるとしよう。行動規範と
してグループ M に属する人々は行動 1 を、グループ F に属する人々は、本来的に行動 2 を取ること
が想定されている。初めに M が支配的な社会を考えると、行動規範としては、行動 1 をとることが
社会規範となる。しかし F がもし行動 2 をとったとすると、その人は M グループの人ではないと判
断され、その人は M グループのアイデンティティを失うことになって、Is の効用を失うとしよう。
さらに F が行動 2 をとるとすると、M は F から Io の効用の減少を引き起こされる、すなわち F の行
動が負の外部効果をもたらすと仮定しよう。F が行動 1 をとるか行動 2 をとるかは、その時の条件
に依存する。
　次に F 社会を考えて、M と F がそれぞれ独立にアイデンティティを確立するような行動をとると
しよう。その結果として、F が行動 2 をとった時、F の効用を Uf、M の効用を Um とする。問題は、
この時の効用の合計が、M が支配的な社会の場合のそれに比べて、大きくなるか小さくなるかであ
る。
　ところで M が支配的な社会において、図 1 を使って M と F の利得を説明してみよう。M 並びに F
はカテゴリー並びにそれに属する個人を表すとしよう。M 社会では行動 1 をとることが、M や F に
とって想定されている。しかし実際には、F はアイデンティティ確立のために、行動 2 をとろうと
するかもしれない。M が支配的な社会において、社会から期待されているような行動をとった場合、
M は効用 U を得ることができるが、F はアイデンティティを失うために、効用はゼロになるとしよ
う。もし F がアイデンティティのために行動 2 をとるとすると、その時の利得は、M の反応によっ
て異なる。もし M が行動規範を変更せずに非協調的な対応をした場合には、M は負の外部効果（Io）
を受けて効用は U－Io、F は M が支配的な社会から逸脱することから損失（Is）を受けるので、F の
効用は U－Is となる。一方、M が F の行動に対して協調的に行動した場合、負の外部効果は無くな
り一定の不効用 C に止まり、M の効用は U－C となる。一方 F の効用は、M から協調的な反応を引
き出す際に大きな努力をしたことから、非協調なケースよりその追加的努力の K だけ小さく、U－
Is－K となる。
　F 社会においては、M と F がそれぞれ独立に行動規範に応じて行動する場合に、M は Um の利得
を得、F は Uf の利得を得るとする。
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　このゲームにおいては、 5 つのサブゲーム完全均衡が考えられる。
（1）　Io＞C and Is ＋ K＞U＞Is
　M が行動 1 をとり、F が行動 2 をとると、M は F の行動に対して協調したほうが協調しない場合
よりコストが小さいので、必ず協調する。すると F の利得はマイナスになるので、F は行動 2 をと
らない。むしろ利得がゼロである行動 1 が選択される。ここでは M の行動規範 1 から逸脱するコス
トが、M にとっても F にとっても非常に大きいので、行動 1 が継承される。
（2）　Io＞C and U＞Is＋K
　M が行動 1 をとり、F が行動 2 をとった時、M が協調することは（1）の場合と同じである。しか
しこの場合、F の効用がプラスとなるので、M が F に行動 2 をさせないようにすることはできない。
F にとって、行動 2 を起こすインセンティブが存在する。
（3）　Io＜C and U＞Is
　この場合、M は例え F が行動 2 を起こしたとしても、M は F の行動に協調しない行動をとり続け
る。一方、F の観点からは、例え M の行動規範が変更されないとしても、F が行動 2 をとるインセ
ンティブは存在する。ここでは M が行動規範 1 から逸脱するコストが非常に大きいので、M が行動
規範を変えることはない。この条件の下でも F が行動 2 をとるインセンティブは、存在する。
M 
F 




?? 2 ?? 2 
M: U?Io 
F:U?Is
?? 1 (?? 2) 







　この場合、F の観点からすると、F が行動 2 を起こした場合に M が協調するかしないかにかかわ
らず、F の効用はマイナスになるので、F が行動 2 を起こすインセンティブは存在しない。M が支
配的な社会において、F が本来の行動規範をとるコストが非常に大きいので、不本意であるが M の
行動規範に従うほうが利得において大きくなる。
（5）　Um＞U, Uf＞U－Is




　M の行動 1 に対して F が行動 2 を起こした時、M がどのように反応するかが問題となる時、政策
として、もし M が F の行動に協調して行動 2 を起こした場合には、税（＝ T）が課せられるとしよ
う。この場合には T＋C＞Io となり、F の行動 2 に対して M が協調行動をとることはない。しかし
ながらこの場合、もしも U＞Io and U＞Is の条件が成立している時、M も F も行動 1 をとっている
場合と比較すると、F が行動 2 をとった場合の方が、社会全体として効用が増大する場合がある。そ





　政策によって F 社会が実現するとき、M と F の利得は、Um と Uf になる。Um＞U, Uf＞U である
ならば問題なく、F 社会が望ましい。しかし Um＜U の場合には、例え Um＋Uf＞U で F 社会が M 社
会より望ましいとしても、その過程において M の人の効用が減少するのは避けられない。しかしも
し U＜（U－Io）＋（U－Is）＜Um＋Uf が成立するならば、M 社会における課税などの政策を考えるよ
り、社会制度そのものを改革することが望ましくなる。
　次に F が行動 2 をとった場合に税が課せられる場合を検討して見よう。F が行動 2 をとった場合
の効用は、U－Is もしくは U－Is－K である。そこでこの利得を上回る税を課すとしよう。その結果、
F の効用はマイナスとなり、行動 2 を起こすインセンティブはなくなる。一方、M の効用は、U－Io
もしくは U－C から U になって増大する。したがって Io＞U－Is もしくは C＞U－（Is＋K）が成立す















るコスト（＝R）である。コスト R は、M が支配的な社会では、F に属する人を同等に扱っていないた









　モデルの構造は、前述と同じで、カテゴリーとしては M と F がある。M の行動規範は、行動 1 を
とり、F の行動規範は行動 2 をとることである。この社会には、個人（i）がいてその大きさは 1 であ
るが、行動 1 をとるか行動 2 をとるかは確率変数とし、 0 から 1 までの範囲で一様分布をする。M
（F）に属する個人が行動 2（1）をとった場合には、アイデンティティの喪失から IMS（IFS）の損失を被
るとする。さらに個人は異質で行動 1 をとった場合は Vi の経済的利益を獲得し、行動 2 をとった場
合には、行動 1 より Vi－A だけ少ない経済的利益しか得られないものとする。また M（F）カテゴリ
ーに属する個人が異なるカテゴリーF（M）の人と交流するとき、負の外部性が存在して、それぞれ
IMO（IFO）の効用の損失を被るとする。さらに、F の人で行動 2 をとる人が、行動 1 をとる人と交流
するときには、A の損失を与えるものとする
9）





 9） M に属していて行動 1 をとる人が、F に属していて行動 2 をとる人と交流するときには、IMO の損失を被る。
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リー）や行動パターンを変更することはできないと仮定する。個人は、M に属する人で行動 1 をと
る人の確率、F に属する人で行動 1 や行動 2 をとる人の確率を所与の条件として、自分の効用を最
大化するようにアイデンティティや行動スタイルを決定する。
　次にこのモデルで考えられる均衡としてのレジームを検討してみよう。
（1）　M 社会ですべての人が行動 1 をとるレジーム
　すべての人が M 社会に属していると想定され、その行動規範である行動 1 をとっている。しかし
M 社会といっても、潜在的には、アイデンティティF の人も存在するとしよう。アイデンティティ
F の人の行動としては、行動 1 をとるケースもあれば行動 2 をとるケースもあるが、ここでは行動
1 をとっている。M 社会において、F のアイデンティティを持つ人が M 社会の行動規範 1 をとると
すると、F には、IFS の損失が発生する。ただし、彼らが行動規範 1 をとることによって、M 社会に
おけるコストは A だけ削減される。また M 社会において発生するコストは R のほかに、F に属する
人の交流から被る外部効果の IMO が発生する。したがって M 社会の場合、M 社会の人々が負担する
コストは、R－A＋IMO であり、F のアイデンティティを持つ人が行動規範 2 をとった場合のコスト
は IFS である。そこで前者が後者より小さい時、すなわち R＜IFS＋A－IMO のとき、行動規範 1 だけ
が行われる M 社会が、実現される。
IFO 
(IFS+A)(1?k?IMO)/(1?k) F R Mix 
M & F 
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　ところで F のアイデンティティを持ち行動 2 をとる人々が、M の人々と交流する時、負の外部効
果 IFO を被る。この負の外部効果と排除コスト R の相対的な大きさが一つのメルクマールになる
10）
。
R＜IFO の範囲においては、F に属する人々が行動 2 をとった場合の負の外部効果が、M 社会が負担
するコストより大きいので、外部効果においても F のアイデンティティを持つ人が行動規範 2 をと
るインセンテイブは存在しない。したがって行動規範 1 だけが流通して、M の社会状態が均衡とな
る。ここでは F の社会は成立しない
11）
。以上をまとめてみると、R＜IFO でかつ R＜IFS＋＋A－IMO の
時においては、M 社会だけの均衡となる。
　一方、R ＜ IFS＋A－IMO で R＞IFO の範囲において、M 社会の負担するコストが相対的に高く F の
アイデンティティを持つものが行動規範 2 をとった場合の外部効果が小さいので、行動規範 2 をと
る可能性が出てくる。一方で M 社会において行動規範 1 をとった場合の負担コストが、行動規範 2
をとった場合のコストより小さいので、行動規範 1 をとるインセンテイブも存在する。したがって
この場合、行動規範 1 をとる者もいれば、行動規範 2 をとる者も存在する混合均衡が存在する
12）
。こ




　R＞IFS＋A－IMO から言えることは、M 社会を維持するために負担するコストが、行動規範 2 をと
るコストより大きくなったので、F 社会が生まれる可能性が出てくることである。しかし IFO＞R の
場合には、行動規範 2 をとる負の外部効果が大きく、これまでと同じように行動規範 1 をとる者も
存在する。したがってこの場合、M 社会かあるいは F 社会かどちらかの均衡が達成される。これを
図示すると、第 2 図において、R＝IFS＋A－IMO の右側で45度線の上方では、M 社会か F 社会が均衡
状態として実現する。
（B）　IFO＜R のケース
　M 社会を維持するためのコストが相対的に大きく、F のアイデンティティを持つ人が行動規範 2
をとった場合の外部効果が小さいので、行動規範 2 をとる人々が出てくる。したがってこの場合、
外部効果の面においても M だけの社会になることはなく、F 社会が実現する可能性が出てくる。し
かしここでも M のアイデンティティを持つ人は、行動規範 1 をとっているので、行動規範 1 と行動




11） M の社会を考える場合、F に属する人すべてが行動 1 をとる場合は、M 社会に分類される。その場合には、IFO のコストは、発生
しない。
12） この場合、M に属する人々は行動規範 1 をとることは言うまでもない。
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（C）　R（1－k）＞（IFS＋A）（1－k－IMO）のとき
　R が非常に大きく、IFO が非常に小さい場合には、F 社会の均衡状態が成立する。F 社会のみの均
衡において、行動 1 をとる人もいれば行動 2 をとる人もいる。行動規範 2 をとる人の割合を k とし





。k が 1 の時、すなわちすべての人が行動 2 をとる時、IMO は存在せず、臨
界値は R＝ IFS＋A となる。R がこの臨界値より大きい場合には、すべての人が行動規範 2 をとるこ
とになる。最終的な条件としては、R＞（IFS＋A）（1－k－IMO）/（1－k）が成立するときは、F 社会の
均衡となる。R が非常に大きい値をとるとき以外にも IFS や IFO が非常に小さい時、あるいは IMO や
k が非常に大きい時にはこの条件が成立しやすい。IFS が小さいというのは、F が行動規範と考えら
れている行動と異なった行動をとった時の損失が小さい時、逆に言えば F でも行動 1 をとり易い環
境にすることによって、F 社会の実現が促進される。IFO の値が小さいというのは、相対的に M の


















13） F のうちの k％の人が行動 2 をとると考えてもよい。したがって F の人のうち（1－k）の割合の人が行動 1 を起こすことになる。
この場合、M が受ける排除コストも（1－k）R となる。また M の人が F の人で行動規範 2 をとる人々から受ける負の外部効果も
（IFS＋A）の一定割合 IMO として、IMO（IFS＋A）として考えられる。
14） 「国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」による。
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